
(単位:円)

科目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ　資産の部

　１．流動資産

　　現金預金 31,685,988 31,276,503 409,485

　　未収金 7,470,535 7,339,054 131,481

　　立替金 30,000 0 30,000

　　前払金 340,740 342,310 △ 1,570

　　流動資産合計 39,527,263 38,957,867 569,396

　２．固定資産

　　(１)特定資産

　　　事業運営資金積立資産 7,000,000 7,000,000 0

　　　退職給付引当資産 5,000,000 5,000,000 0

　　　減価償却引当資産　　　　　　　 5,229,580 5,229,580 0

　　特定資産合計 17,229,580 17,229,580 0

　　(２)その他固定資産

　　　車両運搬具　　　　　　　　　　　 15 15 0

　　　什器備品 8 8 0

　　　電話加入権　　　　　　　　　　　 452,816 452,816 0

　　　再資源化預託金 99,000 99,000 0

　　その他固定資産合計 551,839 551,839 0

　固定資産合計 17,781,419 17,781,419 0

　資産合計 57,308,682 56,739,286 569,396

Ⅱ　負債の部

　１．流動負債

　　　未払金　　　　　　　　　　　　　 10,802,410 10,780,040 22,370

　　　前受金　　　　　　　　　　　　　 291,762 365,927 △ 74,165

　　　預り金 37,416 2,150 35,266

　　流動負債合計 11,131,588 11,148,117 △ 16,529

　２．固定負債

　　　退職給付引当金 5,000,000 5,000,000 0

　　固定負債合計 5,000,000 5,000,000 0

　負債合計 16,131,588 16,148,117 △ 16,529

Ⅲ　正味財産の部

　一般正味財産 41,177,094 40,591,169 585,925

　(うち基本財産への充当額) （0） （0） （0）

　(うち特定資産への充当額) （12,229,580） （12,229,580） （0）

　正味財産合計 41,177,094 40,591,169 585,925

　負債及び正味財産合計 57,308,682 56,739,286 569,396

貸　借　対　照　表

令和５年３月３１日　現在



単位:円

科目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　　（１）経常収益

　　　特定資産運用益 344 294 50

　　　　　特定資産受取利息 344 294 50

　　　受取会費 1,034,250 1,071,000 △ 36,750

　　　　　正会員受取会費 1,031,250 1,068,000 △ 36,750

　　　　　特別会員受取会費 3,000 3,000 0

　　　受託事業収益 107,033,851 114,773,685 △ 7,739,834

　　　　　受取配分金 89,845,100 97,267,463 △ 7,422,363

　　　　　受取材料費等 8,087,574 7,948,782 138,792

　　　　　受取事務費 9,101,177 9,557,440 △ 456,263

　　　独自事業収益 6,883,754 6,138,005 745,749

　　　　　受取配分金 4,964,227 4,488,592 475,635

　　　　　受取材料費等 1,436,496 1,222,707 213,789

　　　　　受取事務費 483,031 426,706 56,325

　　　受託事業収益（施設管理業務） 5,503,000 4,200,000 1,303,000

　　　　　受託事業収益（施設管理業務） 5,503,000 4,200,000 1,303,000

　　　受託事業収益（ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄ事業） 6,016,000 6,059,000 △ 43,000

　　　　　受託事業収益（ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄ事業） 6,016,000 6,059,000 △ 43,000

　　　受取補助金等 47,227,000 46,016,000 1,211,000

　　　　　受取連合交付金 23,008,000 23,008,000 0

　　　　　受取市町補助金 23,008,000 23,008,000 0

　　　　　受取ﾃﾞｼﾞﾀﾙ活用支援事業補助金 1,211,000 0 1,211,000

　　　受取業務受託収益 2,461,717 2,169,104 292,613

　　　　　労働者派遣事業業務受託収益 2,461,717 2,169,104 292,613

　　　雑収益 33,054 84,661 △ 51,607

　　　　　受取利息 244 270 △ 26

　　　　　雑収益 32,810 84,391 △ 51,581

　　　　経常収益計 176,192,970 180,511,749 △ 4,318,779

　　（２）経常費用

　　　　　　事業費 171,679,232 176,439,849 △ 4,760,617

　　　　　　　　支払配分金 94,809,327 101,756,055 △ 6,946,728

　　　　　　　　支払材料費等 9,006,274 8,914,445 91,829

　　　　　　　　給料手当 35,699,338 35,552,631 146,707

　　　　　　　　法定福利費 5,844,294 5,906,260 △ 61,966

　　　　　　　　退職給付費用 2,420,109 4,909,973 △ 2,489,864

　　　　　　　　福利厚生費 255,673 244,875 10,798

　　　　　　　　旅費交通費 66,250 23,060 43,190

　　　　　　　　通信運搬費 1,194,903 1,223,326 △ 28,423

　　　　　　　　什器備品費 203,029 228,326 △ 25,297

　　　　　　　　消耗品費 1,765,174 1,528,513 236,661

　　　　　　　　修繕費 1,153,491 1,033,721 119,770

　　　　　　　　印刷製本費 1,183,596 962,500 221,096

　　　　　　　　会議費 3,295 1,266 2,029

　　　　　　　　光熱水料費 2,306,328 1,273,383 1,032,945

正 味 財 産 増 減 計 算 書
令和４年４月１日から令和５年３月３１日　まで



科目 当年度 前年度 増　減

　　　　　　　　賃借料 2,656,100 2,593,106 62,994

　　　　　　　　保険料 2,671,860 2,675,240 △ 3,380

　　　　　　　　諸謝金 3,488,121 2,047,384 1,440,737

　　　　　　　　租税公課 1,128,591 620,400 508,191

　　　　　　　　組織活動助成費 950,720 737,450 213,270

　　　　　　　　支払負担金 55,000 55,000 0

　　　　　　　　委託費 3,598,512 3,355,177 243,335

　　　　　　　　教材費 11,025 0 11,025

　　　　　　　　支払手数料 308,388 105,408 202,980

　　　　　　　　支払委託金等返還 751,195 637,480 113,715

　　　　　　　　雑費 148,639 54,870 93,769

　　　　　　管理費 3,927,813 3,815,057 112,756

　　　　　　　　役員報酬 1,654,800 1,652,800 2,000

　　　　　　　　給料手当 918,838 916,110 2,728

　　　　　　　　法定福利費 357,750 369,732 △ 11,982

　　　　　　　　退職給付費用 80,253 79,629 624

　　　　　　　　旅費交通費 95,060 0 95,060

　　　　　　　　通信運搬費 48,082 49,760 △ 1,678

　　　　　　　　消耗品費 39,595 64,069 △ 24,474

　　　　　　　　印刷製本費 50,000 50,000 0

　　　　　　　　燃料費 8,695 6,526 2,169

　　　　　　　　光熱水料費 21,456 20,878 578

　　　　　　　　賃借料 208,694 176,386 32,308

　　　　　　　　保険料 68,000 73,000 △ 5,000

　　　　　　　　租税公課 0 0 0

　　　　　　　　支払負担金 325,000 315,000 10,000

　　　　　　　　委託費 50,041 41,029 9,012

　　　　　　　　支払手数料 1,100 0 1,100

　　　　　　　　雑費 449 138 311

　　　　経常費用計 175,607,045 180,254,906 △ 4,647,861

　　評価損益等調整前当期経常増減額 585,925 256,843 329,082

　　基本財産評価損益等 0 0 0

　　特定資産評価損益等 0 0 0

　　投資有価証券評価損益等 0 0 0

　　評価損益等計 0 0 0

　　　当期経常増減額 585,925 256,843 329,082

　２．経常外増減の部 0

　　（１）経常外収益 0

　　　　経常外収益計 0 0 0

　　（２）経常外費用 0 0 0

　　　　　固定資産除却損 0 0 0

　　　　　　什器備品除却損 0 0 0

　　　　経常外費用計 0 0 0

　　　当期経常外増減額 0 0 0

　　　  当期一般正味財産増減額 585,925 256,843 329,082

　　  　一般正味財産期首残高 40,591,169 40,334,326 256,843

　　  　一般正味財産期末残高 41,177,094 40,591,169 585,925

Ⅱ　正味財産期末残高 41,177,094 40,591,169 585,925



(単位:円)

公益目的事業会計

Ⅰ　一般正味財産増減の部
　１．経常増減の部
　　（１）経常収益

　　　特定資産運用益 324 20 0 344

　　　　　特定資産受取利息 324 20 0 344

　　　受取会費 517,125 517,125 0 1,034,250

　　　　　正会員受取会費 515,625 515,625 0 1,031,250

　　　　　特別会員受取会費 1,500 1,500 0 3,000

　　　受託事業収益 103,121,077 3,912,774 0 107,033,851

　　　　　受取配分金 89,845,100 0 0 89,845,100

　　　　　受取材料費等 8,087,574 0 0 8,087,574

　　　　　受取事務費 5,188,403 3,912,774 0 9,101,177

　　　独自事業収益 6,676,897 206,857 0 6,883,754

　　　　　受取配分金 4,964,227 0 0 4,964,227

　　　　　受取材料費等 1,436,496 0 0 1,436,496

　　　　　受取事務費 276,174 206,857 0 483,031

　　　受託事業収益（施設管理業務） 5,503,000 0 0 5,503,000

　　　　　受託事業収益（施設管理業務） 5,503,000 0 0 5,503,000

　　　受託事業収益（ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄ事業） 6,016,000 0 0 6,016,000

　　　　　受託事業収益（ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄ事業） 6,016,000 0 0 6,016,000

　　　受取補助金等 47,227,000 0 0 47,227,000

　　　　　受取連合交付金 23,008,000 0 0 23,008,000

　　　　　受取市町補助金 23,008,000 0 0 23,008,000

　　　　　受取ﾃﾞｼﾞﾀﾙ活用支援事業補助金 1,211,000 0 0 1,211,000

　　　受取業務受託収益 2,461,717 0 0 2,461,717

　　　　　労働者派遣事業業務受託収益 2,461,717 0 0 2,461,717

　　　雑収益 32,922 132 0 33,054

　　　　　受取利息 112 132 0 244

　　　　　雑収益 32,810 0 0 32,810

　　　　経常収益計 171,556,062 4,636,908 0 176,192,970

　　（２）経常費用

　　　　事業費 171,679,232 0 0 171,679,232

　　　　　　支払配分金 94,809,327 0 0 94,809,327

　　　　　　支払材料費等 9,006,274 0 0 9,006,274

　　　　　　給料手当 35,699,338 0 0 35,699,338

　　　　　　法定福利費 5,844,294 0 0 5,844,294

　　　　　　退職給付費用 2,420,109 0 0 2,420,109

　　　　　　福利厚生費 255,673 0 0 255,673

　　　　　　旅費交通費 66,250 0 0 66,250

　　　　　　通信運搬費 1,194,903 0 0 1,194,903

　　　　　　什器備品費 203,029 0 0 203,029

　　　　　　消耗品費 1,765,174 0 0 1,765,174

　　　　　　修繕費 1,153,491 0 0 1,153,491

　　　　　　印刷製本費 1,183,596 0 0 1,183,596

正味財産増減計算書内訳表（損益計算ベース）
令和4年4月1日　から　令和5年3月31日　まで

科目
高齢者の就業機会確保及

び提供、社会参加推進事業

法人会計 内部取引消去 合計



公益目的事業会計

科目
高齢者の就業機会確保及

び提供、社会参加推進事業

法人会計 内部取引消去 合計

　　　　　　会議費 3,295 0 0 3,295

　　　　　　光熱水料費 2,306,328 0 0 2,306,328

　　　　　　賃借料 2,656,100 0 0 2,656,100

　　　　　　保険料 2,671,860 0 0 2,671,860

　　　　　　諸謝金 3,488,121 0 0 3,488,121

　　　　　　租税公課 1,128,591 0 0 1,128,591

　　　　　　組織活動助成費 950,720 0 0 950,720

　　　　　　支払負担金 55,000 0 0 55,000

　　　　　　委託費 3,598,512 0 0 3,598,512

　　　　　　教材費 11,025 0 0 11,025

　　　　　　支払手数料 308,388 0 0 308,388

　　　　　　支払委託金等返還 751,195 0 0 751,195

　　　　　　雑費 148,639 0 0 148,639

　　　　管理費 0 3,927,813 0 3,927,813

　　　　　　役員報酬 0 1,654,800 0 1,654,800

　　　　　　給料手当 0 918,838 0 918,838

　　　　　　法定福利費 0 357,750 0 357,750

　　　　　　退職給付費用 0 80,253 0 80,253

　　　　　　旅費交通費 0 95,060 0 95,060

　　　　　　通信運搬費 0 48,082 0 48,082

　　　　　　消耗品費 0 39,595 0 39,595

　　　　　　印刷製本費 0 50,000 0 50,000

　　　　　　燃料費 0 8,695 0 8,695

　　　　　　光熱水料費 0 21,456 0 21,456

　　　　　　賃借料 0 208,694 0 208,694

　　　　　　保険料 0 68,000 0 68,000

　　　　　　支払負担金 0 325,000 0 325,000

　　　　　　委託費 0 50,041 0 50,041

　　　　　　支払手数料 0 1,100 0 1,100

　　　　　　雑費 0 449 0 449

　　経常費用計 171,679,232 3,927,813 0 175,607,045

　　評価損益等調整前当期経常増減額 △ 123,170 709,095 0 585,925

　　基本財産評価損益等 0 0 0 0

　　特定資産評価損益等 0 0 0 0

　　投資有価証券評価損益等 0 0 0 0

　　評価損益等計 0 0 0 0

    当期経常増減額 △ 123,170 709,095 0 585,925

　２．経常外増減の部

　　（１）経常外収益

　　　　経常外収益計 0 0 0 0

　　（２）経常外費用

　　　　経常外費用計 0 0 0 0

　　　当期経常外増減額 0 0 0 0

　　　当期一般正味財産増減額 △ 123,170 709,095 0 585,925

　　　一般正味財産期首残高 25,393,530 15,197,639 0 40,591,169

　　　一般正味財産期末残高 25,270,360 15,906,734 0 41,177,094

Ⅱ　正味財産期末残高 25,270,360 15,906,734 0 41,177,094



財務諸表に対する注記 

１．重要な会計方針 

(1) 固定資産の減価償却の方法 

 有形固定資産 

定額法による方法を採用している。 

(2) リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

(3) 消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は税込み方式によっている。 

２．引当金の計上基準 

    退職給付引当金 

     職員に対する退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生

している額を計上している。 

３．特定資産の増減及びその残高 

   特定資産の増減及びその残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

特定資産 

事業運営資金積立資産 

退職給付引当資産 

減価償却引当資産 

 

7,000,000 

5,000,000 

5,229,580 

 

0 

0 

0 

 

0 

0 

0 

 

7,000,000 

5,000,000 

5,229,580 

合  計 17,729,580 0 0 17,229,580 

４．特定資産の財源等の内訳 

   特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

                                        （単位：円） 

科  目 当期末残高 
(うち指定正味財

産からの充当額) 

(うち一般正味財

産からの充当額) 

(うち負債に対応

する額) 

特定資産 

事業運営資金積立資産 

退職給付引当資産 

減価償却引当資産 

 

7,000,000 

5,000,000 

5,229,580 

 

(0) 

(0) 

(0) 

 

(7,000,000) 

(0) 

(5,229,580) 

 

(0) 

(5,000,000) 

(0) 

合  計 17,229,580 (0) (12,229,580) (5,000,000) 

 



５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

                                   （単位：円） 

科  目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

車両運搬具 

什器備品 

14,974,063  

3,427,660  

14,974,048  

3,427,652  

15  

8  

合    計 18,401,723  18,401,700  23   

 

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

  補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。      （単位：円） 

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
貸借対照表上

の記載区分 

補助金 

連合交付金 

 運営費補助事業 

現役世代 ｻﾎﾟｰﾄ事業 

    

市補助金 

町補助金 

国 

 

厚生労働省 

(補助事業者） 

(公社)福岡県ｼﾙﾊﾞ

ｰ人材ｾﾝﾀｰ連合会 

小郡市 

大刀洗町 

総務省 

 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

－ 

－ 

 

23,008,000 

8,008,000 

15,000,000 

 

13,049,000 

9,959,000 

1,211,000 

 

23,008,000 

8,008,000 

15,000,000 

 

13,049,000 

9,959,000 

1,211,000 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

合  計  － 47,227,000 47,227,000 －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



附属明細書 

 

１．特定資産の明細                                  （単位：円） 

区分 資産の種類 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額 

特定資産 

事業運営資金積立資産 

退職給付引当資産 

減価償却引当資産 

7,000,000 

5,000,000 

5,229,580 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

7,000,000 

5,000,000 

5,229,580 

特定資産計 17,229,580 0 0 17,229,580 

 

２．引当金の明細                                   （単位：円） 

科目 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 
目的使用 その他 

退職給付引当金 5,000,000 0 0 0 5,000,000 

 



金額

現金預金 手元保管現金 運転資金として 145,393

29,675,767

1,864,828

＜現金預金計＞ 31,685,988

未収金 配分金200件 5,560,721

令和4年11月～令和5年2月分配分金 715,223

材料費等40件 127,954

令和4年11月～令和5年2月分料費等 19,742

事務費200件 568,285

令和4年11月～令和5年2月分事務費 93,548

派遣事務手数料 3月分派遣事務手数料 211,208

2月分派遣事務手数料 173,854

＜未収金計＞ 7,470,535

立替金 焼きいも販売 釣り銭 30,000

＜立替金計＞ 30,000

前払金 155,740

30,800

女性労働協会 ファミリーサポート事業保険 154,200

＜前払金計＞ 340,740

39,527,263

福岡銀行小郡支店 7,000,000

福岡銀行小郡支店 5,000,000

福岡銀行小郡支店 5,229,580

(4,503,810)

(725,770)

＜特定資産計＞ 17,229,580

車両運搬具 車両（ダンプ） 1台 公益目的事業に使用する車両 1

車両（軽トラック） 公益目的事業に使用する車両

小郡市福童688－1  7台 7

大刀洗町冨多884－1  3台 3

車両（小型乗用車）1台 共用財産4台 4

車両（軽貨物） 3台 （うち公益目的事業の財産75％） (3)

小郡市福童688－1 （うち管理目的の財源として使用する財産25％） (1)

什器備品 動力噴霧器 1台 公益目的事業の財産 1

応接セット 1台 公益目的事業の財産 1

事業運営資
金積立資産

＜定期預金＞

減価償却引
当資産

特定資産

(固定資産)

＜定期預金＞

3月分事務費

公益目的事業運転資金の積立資産として管理

公益目的事業及び管理目的の業務を執行するため
の費用

その他固定
資産

福岡銀行小郡支店 運転資金として

減価償却資産の取替購入に備えるための積立資産と
して管理

3月分材料費等

東京海上日動火災保険

ゆうちょ銀行

＜普通預金＞

(単位:円)

流動資産合計

3月分配分金

        令和５年３月３１日現在

財　産　目　録

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等

(流動資産)

運転資金として

退職給付引
当資産

＜定期預金＞

職員の退職金に備えるための積立資産として管理

（うち公益目的事業の資産の取替購入として）

（うち管理目的の資産の取替購入として）

小郡市 定時総会会場借り上げ料



金額貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等

デジタル複合機 1台 共用財産 1

（うち公益目的事業の財産80％） (1)

（うち管理目的の財源として使用する財産20％） (0)

シュレッダ 1台 共用財産 1

（うち公益目的事業の財産80％） (1)

（うち管理目的の財源として使用する財産20％） (0)

看板 1台 公益目的事業の財産 1

エアコン 2台 公益目的事業の財産 2

複合機 1台 共用財産 1

（うち公益目的事業の財産80％） (1)

（うち管理目的の財源として使用する財産20％） (0)

電話加入権 共用財産4回線 299,936

0942-73-1784 （うち公益目的事業の財産90％） (269,944)

0942-73-3681 （うち管理目的の財源として使用する財産 10％） (29,992)

0942-73-3682

0942-77-5944 公益目的事業の財産2回線 152,880

0942-77-5945

自動車リサイクル預託金 公益目的事業の財産11件 62,960

自動車リサイクル預託金 共用財産4件 36,040

（うち公益目的事業の財産75％） (27,030)

（うち管理目的の財源として使用する財産 25％） (9,010)

＜その他固定資産計＞ 551,839

固定資産合計 17,781,419

57,308,682

(流動負債)

未払金 会員 3月分配分金 6,054,350

久留米年金事務所 392,591

久留米税務署 消費税確定申告納付額 620,691

小郡市 委託料返還 751,195

九州電力（株） 電気料金 131,974

益永自動車 車検修理代、他 443,396

重松建設（株） 残土処分料 299,200

片山印刷（有） チラシ、封筒、パンフレット 444,070

嘱託職員賃金、超過勤務手当 286,245

水道企業団、他36件 公益目的事業及び管理目的の業務に要した費用 1,378,698

＜未払金計＞ 10,802,410

前受金 作業料金14件 291,762

＜前受金計＞ 291,762

預り金 職員 37,416

＜預り金計＞ 37,416

11,131,588

(固定負債)

職員に対するもの ＜職員退職給付引当金＞ 5,000,000

職員に対する退職金の支払いに備えたもの

＜退職給付引当金計＞ 5,000,000

固定負債合計 5,000,000

16,131,588

41,177,094正味財産

資産合計

負債合計

流動負債合計

3月分社会保険料、雇用保険料

公益目的事業に使用する翌事業年度の作業料

0942-73-1881

職員7名

退職給付引
当金

健康保険料、介護保険料、厚生年金

再資源化預
託金


